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(a) 「グレーター・ロンドン・プラン (1944年）」 GreaterLondon Plan, 1944 
この計画は，大戦末期の1944年，ロンドン大学のp.アバークロムビー教授が， 「都市
および農村計画大臣」の要請に応じて，ロンドンの過剰人口を周辺の田園地域へ分散・移
動させるために立案した都市計画である。アバークロムビー教授は，同年すでに「ロンド
ン県計画」 Countyof London Plan を作成してロンドン県議会に具申していたが， L•
マンフォードの批判（同氏「ロンドン計画」 Planof London)を受けたために，再検討
のうえ，ふたたび発表した計画が，「グレーター・ロンドン・プラン」である(1)。
同教授は， この計画の中で， ロンドンがロンドン県を核にして都心圏 innerurban 
ring, 郊外圏 suburbanring, 緑地圏 greenbelt ring, 都外農村圏 outercountry 
51 
ム26 闘西大學『網清論集』第17巻第3号
ringという 4つの同心円的構造を形成していることを指摘し，都市対策の焦点を都心圏の
人口疎開においた(2)。都心圏は，住宅をはじめ公園や道路事情がもっとも悪く， 100万以
上の人口移出の必要があるとし，郊外圏は現状維持を良とし，緑地國は既存の集落のほか
に準衛生都市（住宅団地）を新設することによって12万5千の都心人口を収容し，都外農
村圏は既存都市の拡大と新都市の建設により疎開人口の大部分を受入れるべきであるとい
うのが，計画の骨子であった。この計画は，新都市50万人，既存都市の拡大40万人の収容
を目標に構想がねられ，それぞれ「新都市法 (1946年）」 NewTowns Act, 1946および
「都市開発法 (1952年）」 TownDevelopment Act, 1952で実現されることになった(3)。
(b) 「新都市法 (1946)」NewTowns Act, 1946. 
新都市法は，大都市人口の膨張を防止し，産業および産業人口を大都市周辺緑地帯の外
縁部に分散・移動させる目的で，バーロー報告やスコット報告の提案を参考に，新都市委
員会 NewTowns Committeeの調査報告に基づいて制定された(4)。
新都市の構想は，今日の日本に散見するペッド・タウン的性格をもったニュー・クウン
とは異なり， E• ハワードの田園都市に範をとって，過密人口の移動と工業立地とを緊密
に関連せしめて計画した，雇用面で母都市から一応独立した性格を有する都市を建設する
ことであった。新都市域は宅地，工場地区，および空地 openspaceに3区分され，産
業公害や公衆衛生の悪化をおこさないように生活環境に対して特別の注意が払われてい
る(5)。
新都市法のおもな内容を指摘するとつぎの諸点があげられる (6)。
1)都市および農村計画大臣（以下担当大臣と呼ぶ）は，関係地方自治体と協議のうえ，
必要と認めた地域を新都市建設用地に指定することができる。
2)担当大臣は，各新都市開発のために開発公社 DevelopmentCorporationを設立
し，同公社をして新都市の設計と開発をおこなわしめることができる。
3)開発公社は，新都市建設のために次のような権限を有する。 (1)土地その他の財産を
取得し，保有し，管理し，処分すること。 (2)建築およびその他の作業をおこなうこと。 (3)
上下水道・電気・ガスその他の事業をおこなうこと。 (4)新都市のために必要な如何なる事
業および企業をもおこなうこと。
4)担当大臣は，大蔵省の承認をえて，開発公社に対して資金の前渡および補助をおこ
なう。
このほか，本法は住宅供給，公衆衛生，公社会計検査など新都市の運営に関する規程を
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第9表新都市建設の現況 (1966年12月現在）
指域カ（定面エー積地） 
人 口 住宅建設 廊店 工場の新増設 投下資本
指定年月
指定時l計画 11966年12開発公社1胃治忍 Iその他 指定時 1新築 工場数 1被者雇用数月現在 (1000ボンド）
ロンドン周辺
19（4年9）,（月2） 
ノゞ ジ ｝レ ド ン 7,818 25,000 106,000 7,000 14,786 1,542 1,137 294 319 121 19,784 66,000 
プ ラ ツ ク ネ Jレ 1949, 10 3,285 5,140 60,000 27,566 5,895 376 136 85 105 30 7,803 28,238 
ク ロ ウ リ 1947, 2 6,047 9,000 120,000 63,000 11,751 1,096 2,110 145 292 86 17,342 40,100 
ノ‘ 口 1947, 5 6,395 4,500 80,000 70,800 17,394 742 721 90 290 94 16,124 62,500 
ノ‘ ツ 卜 フ イ ー）レ ド 1948, 6 2,340 8,500 29,000 24,200 3,914 1,130 214 104 96 17 1,023 12,600 
ヘメル・ヘムプステッド 1947, 3 5,910 21,200 80,000 66,800 11,394 1,847 2,049 369 308 72 11,400 41,400 
ス テ イ プネ ツ ジ 1946, 12 6,256 6,700 80,000 59,300 13,980 766 921 140 286 451 16. 880 48,245 
ウ 工 ）レ ウ イ ン 1948, 6 4,317 18,500 50,000 41,100 5,888 1,553 253 51 123 721 6,432 21,500 
小 計 I I 42, 3681 98, 5401 605, ool 422, 7661 85, 002¥ 9,0521 7, 5411 1, 2781 1, 8151 5371 96, 7881 320,583 
上記以外のイングランド
コービー（ノーサンプトン） 1950, 5 4,296 15,700 80,000 46,500 5,981 2,067 756 111 201 23 3,480 19,250 
ド リ - (バーミンガム） 1963, 1 9,168 21,000 90,000 21,000 688 32 240 234 7 25 3,481 
レディッチ( II ) 1964, 4 7,200 29,000 90,000 32,000 63 306 2 65 4,300 
ラ ンコー ン （リバプール） 1964, 4 7,250 30,000 90,000 30,000 25 425 274 4 31 2,750 
スケルマースディル （ ’ ) 1962, 1 4,029 10,870 80,000 14,700 716 437 245 117 3 27 6,433 11,890 
ニュートン・アイクリッフ（ダラム） 1947, 7 2,508 60 45,000 18,500 4,845 4 84 ゜70 11,836 ビーター リ -(,,) 1948, 11 2,470 200 30,000 20,200 5,508 74 46 1 73 !~I 2,127 13,148 ワシントン（ニューカッスル） 1964, 7 5,300 20,000 80,000 22,000 14 20 258 191 3,802 660 
ウェールズ 1 
クンプラン（ニューポート） 1949, 11 3, mo¥ 12, oo¥ 55, o¥ 41, oo 6,394 1, 7591 944 I i 1551 1501 151 2,3651 23,063 
スコットランド
イースト・キルプライド 1947, 8 10,250 2,400 100,000 52,000 13,633 44 161 33 142 115 11,936 41,650 
グ レ ン ロ ウ ゼ ス 1948, 10 5,730 1,100 70 000ー7， 5,000 22,000 5,859 333 40 3 71 24 2,669 19,600 
力 ンバー ノ ）レ ド 1956, 2 4,150 3,000 70,000 21,000 5,426 102 25 31 41 39 4,570 25,900 
リ ビ ン グ ス 卜 ン 1962, 4 6,692 2,000 100,000 4;000 720 -; 18 1 ， 568 9,251 
総 計
I 
1114, 5711 245, 87011,585,0001 765; 6661134, 122I 14, 6431 10, 5571 2, 7581 2,8叫 8451 134, 8591 507,362 
Town and Country Planning Association, Town and Country Planning, January 1967, pp. 37-42. 
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若干あたえている。 「新都市法」は， 1946年の新法以後，逐年修正と補足が加えられ，新
都市数，指定地域面積，建築物数，投下資本額ともに増加の一途をたどっている。新都市
の数は， 1946年スティープネッジに最初の開発公社が設置されて以来， 1947年6都市，
1950年14都市， 1965年3月には当初の予定数を越える21都市に増加した(7)。 そのうち，
8都市がロンドン周辺に集中し，他はグラスゴー 4都市，ダラムおよびニューカッスル3
都市，バーミンガム2都市， リバプール2都市，ノーサンプトン1都市，ニューポート 1
都市と，いづれも大都市の周辺部に分布している（第2図参照）。 また新都市開発の実績
第2図 イングランドおよびウェールズに
おける新都市の分布(1966年現在）
を指定面積，人口，建築数，投
下資本額でみると，第9表で明
らかなように， 1966年12月現在
で，指定地域面積114,571エー
カー，人口 765,666人（うち新
都市建設による新人口519,796)
新設商店 2,801, 新増設工場
845, 新設学校321,新設事務所
493, 新築住宅159,322戸（うち
開発公社による建築数134,122,
地方自治体14,643,その他 10,
557), 投下資本額507,362,000
ポンド（うち住宅用支出 311,
200,450ポンド）であった。つ
まり，計画頭初の目標は充分に
達成されている。しかしこの新
都市の理念自体は高く評価されるべきであるが，巨大都市の過剰人口を大量に分散・移動
させるには，計画そのものが余りにも小規模であり，過密都市対策としては充分な成果を
おさめていない。このことはロンドンの 1例をとっても明らかである。 1963年現在のグレ
ーター・ロンドン人口は約817万であるが，ロンドン人口の分散を目的とする8つの新都
市の目標人口は全体で50万，つまり母都市人口のわずか6バーセントにすぎなかったので
ある。もっとも新都市の計画目標人口は遂年増大しているが，苺都市との格差は依然とし
て大きい。このような現状では，新都市構想に大きな期待を寄せることは困難であろう。
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(c) 「都市および農村計画法 (1947年）」 Townand Country Planning Act, 
194?. 
同法は，戦前戦中を通じて論議の対象であった不動産に対する補償と価値増加の問題の
処理，および都市計画の策定に関する権限と義務の国家機関への集中化と弾力性の問題，
などの懸案事項を解決するために，新しい計画制度の導入と強力な土地収用制度の確立を
規定した(8)。同法の要点はつぎのとおりである (9)。
(1) 「都市および農村計画大臣」の管轄下に「中央土地庁」 CentralLand Boardを
設置し，開発負担金（土地利用の変化によって地価の騰貴した額相当分） development 
chargeの評価と徴集を委託する。
(2) 県議会および特別市議会を地方計画機関に指名し，各地域の調査と開発計画の立案
を義務づける。
(3) 各計画機関，各議会，中央土地庁およびそれぞれの委員会のあいだにおける職能分
担のスケジュールを作成する。
(4) 開発許可のない一切の開発を禁止し，すべての開発を中央および地方の監督機関の
統制下におく（但し，若干の例外をのぞく）。
(5) 開発許可は開発負担金を中央土地庁に支払った場合にのみ効力を有するものとす
る。
(6) 土地は販売時点の使用価値で売買する。
(7) 本法の適用によって減価した補償については， 300億ボンドの国庫支出を以ってこ
れに充当する。
(8) 樹木•森林・歴史的記念物•特殊建築物などの保存や戸外広告の統制をおこなう。
この法律によって戦後の都市および農村計画の基礎が形成せられ，都市の発展に一定の
計画の枠が与えられることになった。その後，同法は1951年， 1953年， 1954年， 1959年，
1962年， 1963年などの一連の修正法および新法を経て今日にいたっているが，その間，開
発負担金の改廃，同法適用に起因する減価補償額の制限，担当官庁の変更（住宅および地
方自治省の所管になる），地方計画機関の再編成など大きな改革がなされている(10)。こ
の点については別稿に譲ずることにしよう。
(d) 「都市開発法 (1952年）」 TownDevelopment Act, 1952. 
都市開発法の目的は，大都市における住宅の密集と過剰人口を緩和するために労働人口
を田園地区に移動させることにあった。イギリス経済が，戦後の相対的繁栄期に入ると，
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人口の都市集中は再び顕著になるが，主たる都市対策である新都市の建設はいづれも小規
模であるため，多額の費用を必要とするわりに，人口の収容能力が小さく，充分な成果を
あげることができなかった。
そこで，新都市建設よりも国庫負担の少ない，既存の小都市の開発が計画され，国家と
地方自治体による共同の費用負担で衛生都市の建設がすすめられた。本法にもとづく都市
開発は，新都市に比べて地方自治体の自主性と権限が強くなっているが，工業立地や雇用
政策に関しては，国家の計画的工業配置の立場から強い政府統制をうけている。
本法の適用地域には，将来人口の受入れ地区として相当程度の都市開発が可能であり，
その位置においても，特別市，ロンドン県およびそれに隣接する都市の過剰人口と混雑を
緩和しうる条件にある田園地区が対象として選ばれた。この都市開発は，通常緑地帯の外
縁部，例えばロンドンの場合では都心から50乃至100マイル，マンチェスターでは20乃至
30マイルの地区でおこなわれている (11)。
第10表 都市開発の過程（イングランドおよびウェールズ）
(1966年6月現在）
計 画 数 住 宅 工場（平方フィート）
地 域
協の定も済の 交の渉も中の 建設予定l完成l建設中 完 成建設中
バーミンガム 16 3 16,255 3,910 579 不 明 不 明
プリストル 4 2,278 2,278 ー不 明 不 明
リバプール 3 9,230 1,099 164 不 明 不 明
グレーター・ 26 4 70,487 24,721 5,433 11,851,916 1,801,831 ロンドン
マンチェスター 3 9,750 1,356 930 1,064,334 125,828 
ニューカッスルお 2 14,713 242 189 443,871 357,000 よびウォルセンド
ロサルフォード 1 4,505 4,480 38不 明 不 明ウルバハンプトン 4 4,416 4,205 47不 明 不 明
計 I sg I 7 131, 634I 1 42, 2911 7, 3801不 明不 明
Town and Country Planning Association, Town and Country Planning, 
Feb., 1967, p. 99. 
同法にもとづく都市開発は，第10表に明らかなように，グレーター・ロンドンおよびバ
ーミンガム地域を中心にすすめられ， 1966年6月現在，計画数59件，住宅建設42,291戸，
工場建設約15,000,000平方フィートにのぼっている。しかし，計画数自体は短期間に新都
市のほぼ3倍に達してはいるが，開発単位の規模が小さいために，新規開発による収容能
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力は新都市のそれよりもはるかに小規模にとどまっている。
(e) 白書「ロンドン（雇用・住宅• 土地）」 LONDON,Employment: Housing: 
Land, Cmnd. 1952, 1963. 
この白書は標題の示すように，今後10年間にわたって過密都市ロンドンが避けることの
できない雇用・住宅・土地の問題について政府の見解乃至方針を表明したものである。
まづ雇用問題については，オフィス増加の対策に焦点をしぽっている。もともとロンド
ン地域は，他地域に比して第3次産業の比重が高く，全産業中に占める同部門の割合は，
ロンドン・メトロボリタン地域では63.3%, ロンドン都市圏では66.196,つまり 3分の2
の高率を示しているのに対し，製造業部門のそれは，それぞれ35.696, 33. 5形の低率であ
る(12)。新規雇用増加の動向をみると，両部門問のひらきは一層大きく，ロンドン都市圏
の雇用増加のうち，製造業部門の205,lるをのぞく他の大部分が，サービス部門によって占め
られていた。そして，サービス部門の雇用増加の中心が実はオフィスの雇用増加であった
わけである。ロンドン都市圏の新規雇用増加40,000件のうち60形がオフィス雇用であり，
ロンドンの中心地（シティとウェスト・エンド）では毎年15,000件のオフィスの新規雇用
の増加がみられる。これが，近年におけるロンドン過密集積の主因翌なしていたのであ
る。
このような深刻な事態に対処するために，同「白書」はつぎの4つの対策を提案してい
る(13)。(1)オフィス・ビ）レの新設にあたって都市計画規制をなお一層効果的におこなう。
(2)政府機関の業務を可能なかぎりロンドンの中心地から疎開させる。 (3)ロンドン近郊を含
むロンドン中心部以外の地域にもっと多くのオフィス・センターを設ける。 (4)私的企業者
に対してロンドン中心部におけるオフィスの新増設をとりやめ，他地域へ疎開するように
稼極的な説得運動をすすめる。また，以上の政策の実施に必要なオフィスの分散に関する
さまざまの資料を蒐集するために「オフィス立地局」 Locationof Office Bureauの創設
を提案している。しかし，この「白書」では，労働党その他からのきびしい批判があった
にも拘らず，後述する1947年の「都市および農村計画法」で規定された「工業開発認可証J
制度，つまり「(1)床面積5,000平方フィート以上の他物，および(2)若千の特定業種以外のエ
業用建物を建築する場合は，商務省の認可を必要とする」という規程のオフィス立地に対
する援用が拒否され取上げられていない。この制度のオフィスヘの適用は労働党政権下に
おける「オフィスおよび工業開発規制法 (1965年）」の成立をまたなければならなかった。
住宅問題についてはつぎの提案がなされている (14)。(1)住宅の新築と既存住宅の修改築
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をおこなう。 (2)公私両賃貸住宅の利用と管理に関する調査をおこなう。政府の推定によれ
ば，現在ロンドンで住宅数は約250万戸（持家および私的賃貸住宅がそれぞれ5分の 2'
地方自治体の賃貸住宅5分の 1)にのぼっているが，今後10年間に50万戸の新築を必要と
する。その内訳は，現在の不足数15万戸，人口の自然増と世帯数の増加によるもの20万
戸，スラムの徹去，道路建設，学校その他の新増設により取壊しをうけるものの補充分15
万戸の合計50万戸である。修改築を必要とする家屋は，私的賃貸住宅の約40彩を占め，老
朽化・狭苦しさ・不衛生が修改築の原因である。また家賃の引上げや環境条件に対する苦
情，ならびに賃貸住宅の利用と管理の実態を明らかにするために早急に調査をおこなうこ
とが提案されている。
政府の土地問題に関する提案は，住宅用地に限定し，宅地開発の方針を示している。こ
れによると，宅地の取得はおもにロンドン・メトロポリタン地域内部，とくに新都市およ
び開発都市でおこない，不可能な場合に限って通勤可能な範囲内でロンドン以外の地域に
おいても選択しうる。また，緑地帯は，若干の例外をのぞくと宅地には転用せず，むしろ
拡大に努めるというのが政策の方向である。
(f) 白書「オフィス」 Offices,1964と「オフィスおよび工業開発規制法」
Control of Office and Industrial Development Act, 1965. 
白書「オフィス」は1964年10月労働党政権が成立して採った地域計画に関する最初の政
策である。同白書は，サウス・イースト・イングランドにおける深刻なオフィスの増加を
ただちに阻止しなければならないとして，さしあたり，ロンドン・メトロボリタン地域に
おける 2,500平方フィート以上のオフィス・ビルの新（増）築および既設ビルのオフィス
への用途変更にあたっては， 同年11月5日に遡及して「オフィス開発認可証」 Office 
Development Permitsを必要とする旨指示した(15)。しかも，グレーター・ロンドンに
おいては特別な事情のないかぎり「認可証」は原則としてあたえられない。交付される場
合でもオフィス・ビルの新（増）築は，地方計画当局の「計画認可」を取得していること
を前提とするというきわめて厳格なものであった。グレーター・ロンドンをのぞくロンド
ン・メトロポリタン地域においては11月5日以前の「計画認可」がなくても「オフィス開
発認可証」の発行はおこなわれ，立地規制は前者ほどきびしいものではなかった。
「オフィスおよび工業開発規制法」は，白書「オフィス」で提案されたオフィスの立地
規制を主体とし，これに「工業開発認可証」制度の一部変更を加えた法律である。同法第
1部は，オフィス開発を対象としているが，そのおもな内容はつぎのとおりである(18)。
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(1)「オフィイス開発認可証」を必要とする開発は，オフィスをもつビルの新築，オフィス
を設けるためのビルの増改築，オフィスヘの部屋の用途変更を含む。 (2)適用地域は，ロン
ドン・メトロポリタン地域および商務省の省令により指定された地域 (1965年 8月， バ
ーミンガム都市園が指定された） とする。 （以上第 1条）。 (3)規制最低規模は，床面積
3,000平方フィートを原則とし，商務省令によって変更を加えることができる（第2条）。
(4)同法の効力は，原則として1964年1月5日に遡及する（第3条）。
同法第2部は工業開発にあてられ， 1962年の「都市および農村計画法」に規定された「
工業開発認可証」の適用最低基準を変更する条項である (17)0つまり商務省の省令によっ
て，従来の最低限面積5,000平方フィートが1,000平方フィートに縮小されるというのであ
る。かくて，過密集積地域の立地規制は，零細工場にまでおよび，中小工場の比較的多い
ロンドン地域においては，事実上工場建設のほとんどを規制できるようになった。
1)富川清「英国における新都市建設」 （『地方自治』第91巻，昭和30年） 40ペー ジ。
2) Ministry of Housing and Local Government, The Green Belt, 1962, pp4-5. 
3) J. B. Cullingworth, Town and Country Planning in England and Wales, 1964, 
pp. 206-208. 
4) Ben W. Lewis, British Planning and Nationalization, 1952, pp. 154-155. 
5) Frederic Osborn and Arnold Whittick, The New Towns, 1963の各新都市のア
ウトライン・プランと写真を参照。
6) New Towns Act, 1946, Section 1,2,3,4,5, 12, pp. 1-13. 
7) New Towns Acts, 1946 to 1964, Accounts 1964-65, 1966, p. 4; Frederic Osborn 
and Arnold Whittick, op. cit., p. 342; J. B. Cullingworth, op. cit., pp. 223-224. 
8) Ben W. Lewis, op. cit., pp. 146-147. 
9) Town and Country Planning Act, 1947. 
10) Town and Country Planning (Amendment) Act, 1951; Town and Country 
Planning Act, 1953, 1954, 1959, 1962, 1963, etc. 
11) Town and Country Planning Act, 1952, pp. 1-2; 佐瀬六郎『イギリスの経済開
発』昭和31年， 156ページ；村田喜代治『日本の地域開発』昭和39年， 161ペー ジ。
12) Ministry of Housing and Local Government, The South East Study 1961一
1981, 1964, p. 134. 
13) Minister of Housing and Local Government and Minister for Welsh Affairs, 
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LONDON, Employment: Housing: Land, Cmnd. 1952, 1963. p. 5. 
14) Ibid., pp. 8ー 10.
15) Offices, A Statement by Her Majesty's Government, 1964, pp. 2-3. 
16) Control of Office and Industrial Development Act, 1965, pp. 2-6. 
17) Ibid., pp. 20-25. 
4 産業立地政策
〔I〕 両大戦間の産業立地政策
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特定の基幹産業に特化した不況地域の局地的失業を救済するために 2つの政策がとられ
た。 1つは，失業者を不況地域から成長ないし繁栄地域へ移動させる政策であり，いま 1
つは新しい成長産業を不況地域へ誘致する政策である。計画の初期の段階では，失業者移
動論に積極的意見が強く，産業誘致論に対しては，むしろ消極的であった(1)。 しかし，
いづれの政策も賛否両論に分れていたために，結局両政策は並行してすすめられたのであ
る。
(a) 失業者移動政策
バルフォア委員会の勧告にもとづき， 1928年労働省に「産業移動局」 IndustrialTrans-
ference Boardが新設され，移動計画に従って相当量の失業者が不況地域から雇用提供地
域へ移された(2)n この計画にもとづく移動失業者数は， 192紗j::(8月）から1937年（中
期）にいたる約9年間に男女あわせて約19万人（うち女性4万）に達している。この数字
は労働省の移動計画に基づくものであり，失業者自身の意志と責任で移動した場合は，前
者をはるかに凌駕しているために(3)' 両者を合せた全移動者数は， 同期間に労働省によ
る計画移動数の少くとも2倍に達しているものと推察される。ちなみに商務省によって確
認されたサウス・ウェールズと北東地域諸県の場合をとってみても，前者16万，後者13万
の青年がグレーター・ロンドンおよびバーミンガム地域に移動している (4)。
ところで，失業者ないし青年労働者の不況地域から成長地域への大量移動は，失業救済
を主眼にしてすすめられたために，他面ではさまざまの弊害をひきおこし，移動政策の欠
陥をさらけだした。まづ第1に，労働者移動の中心が，家庭事情その他の要因で，比較的
優秀な青年層であったために，不況地域の労働力の質はいちじるしく低下し，事態をます
ます悪化せしめたことである (5)。若年労働力の流出は，その地域の労働力を老令化し，人
口構成においては高齢層・女性・児童の占める比重を高くした。また移動先の職場に定着
せずに短期間に引返してくる貧困労働者の多かったことにも留意しなければならない。
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1930年から1937年の間に，労働省の計画にもとづく移動者のうち男性5万， 女性5,600人
の労働者がもとの不況地域にまいもどっている (6)。第2には， 失業者の大量流入が成長
地域であるグレーター・ロンドンおよびバーミンガム地域の過密集積に拍車をかけ，騒
音，大気汚染，スラム，疾病などの増大による生活環境の悪化，地価の暴騰，交通の混雑
など，都市問題を一層深刻化せしめたことである (7)。
このように，失業者移動政策は，結局，局地的失業の解決や不況地域の経済状態の改善
に充分な成果をおさめることができなかったばかりか，むしろ不況地域の弱体化と都市問
題の悪化さえまねく結果になった。かくて，局地的失業の救済は，新成長産業を不況地域
へ誘尊する産業誘致政策に重点を移したのである。
(b) 産業誘致政策と「特定地域法 (1934)」SpecialAreas (Development and 
Improvement) Act, 1934 
産業誘致政策は，商務省と労働省が不況地域の経済状態と潜在的経済力に関する精緻な
調査をおこなったことにはじまる。商務省調査は1931年，商務省がグラスゴー・ダラム・
マンチェスター・リバプールおよびウェールズの5大学に依嘱しておこなった，サウス・
ウェールズ，ノーサンバランドおよびダラム（北東海岸地域），ランカシャの 1部，ウェ
スト・カンバランド（北西海岸地域），スコットランド南西部と高地地方についての産業
調査であり， 1932年に IndustrialSurvey of the Lancashire Area (Excluding Mersey-
side), of Merseyside, of the North East Coast Area, of South Wales, and of the 
South West of Scotland (H.M.S.O.), 1932となって発表された(8)。労働省調査は，労
働省が独自におこなった調査であり，前者に遅れること 2年つまり 1934年にReportsof 
Investigations into the Industrial Conditions in Certain Depressed Areas of I -West 
Cumberland and Haltwhistle, I -Durham and Tyneside, 111-South Wales and Mon-
mouthshire, N-Scotland Cmd. 4728, (H.M.S.0.), 1934として発表されている (9)。
両報告書を一見して明らかなように調査の対象になった地域は，スコットランド，北東
海岸地域およびサウス・ウェールズの3地域でオーバー・ラップしている。これはいうま
でもなく，上記3地域が，不況地域として両省の産業誘致構想の対象になっていたことを
示すものである。これらの調査は，将来の予想されうる方向とともに現在の地方産業およ
び施設の性格・規模・効率，ならびに現在の雇用とその見通し，市場および技術的条件の
精緻な分析を要求され，かつこれに答えたものであった(10)。これらの調査報告にもとづ
いて政府の産業誘致政策を立法化したものが，イギリスで最初の体系的な産業立地政策と
呼ばれる「特定地域（開発および改善）法 (1934年）」 SpecialAreas (Development 
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and Improvement) Act, 1934. である。
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この法律の目的は，不況地域に新産業を誘致して局地的不況を緩和することにあったが，
具体的には同法にもとづいて (1)特定地域の指定， (2)特定地域コミッショナーの任名， (3)
工業団地の造成がおこなわれた(11)。
特定地域には，前述の商務省の産業調査の対象となった深刻な失業多発地域のなかか
ら，スコットランド中央部，サウス・ウェールズ，ウェスト・カンバランドおよび北東海
岸地域が選定され，この4特定地域の開発をもって不況地域開発の挺としたのである。
また，同法は，上記4特定地域の経済開発と社会的改善を容易にする政策を立案し，・組
織し，実施し，援助するために，イングランドおよびウェールズとスコットランドとにそ
れぞれ1名づつ「特定地域コミッショナー」をおいた(12)。特定地域コミッショナーに課
せられた当面の主な仕事は，失業をただちに緩和することではなく，長期にわたって雇用
を増大せしめるために， ミッドランズやイングランド南部に成長しつつある新興産業を特
定地域に誘致することであった。
ところが，この「コミッショナー」の権限にはさまざまの制約があり，それが，政策遂
行上大きな障害になっていた。その1つは， 「・コミッショナー」が関係各省，地方自治体
および任意団体と協力して仕事をすすめることを義務づけられていたほか，とくに労働大
臣の支配下におかれ，活動のすべてについて同大臣の認可を必要としたことである。 2つ
には，新興産業を誘致するにあたって，コミッショナーの直接的資金援助の権限が法律に
よって防止されており，企業誘致にとってとくに関係の深い施設の一般的改善のためにの
み地方自治体を通じて資金を供与しうるにとどまっていたことである (18)。したがって，
コミッショナーは，制度上，一応の主体性を与えられていたものの，ただ提案をなしうる
にとどまり，これを効果的に実施する権限を実質的には棚上げされていた。彼等の採りう
る唯一の手段は説得と勧誘にすぎなかったのである(14)。
このような事情のために，成長産業の特定地域への誘致は遅々としてすすまなかったの
である (15)。そこで，政府はマルコム・スチュアート（イングランドおよびウェールズ特
定地域コミッショナー）の「第2報告書」の勧告にしたがって，非営利事業体である「エ
業団地会社」 TradingEstate Companyを，北東海岸地域 (1936年），サウス・ウェー
ルズ (1936年），スコットランド (1937年と1938年），およびカンバランド (1937年）に設
立したのである (16)。
この工業団地は，前述したように，当時すでに世の注目をあび，小規模ながら理想都市
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のモデルと見倣されていた田園都市レッチワースおよびウェルウィンの工業地区や民間業
者の手によって造成されたトラフォード・パークおよびスラウの工業団地を模範として建
設されたもので(17), 鉄道，道路，上下水道，電気，ガスの供給設備，レクリェーション
広場，商店など近代的施設の完備した工業団地であった。工業団地会社は，財源を公的資
金に求め，特定地域コミッショナーを通じて特定地域基金 SpecialAreas Fundsから低
利（頭初5年間は利子免除，以後4.パーセント）の融資を受けて工業団地を造成し，貸与
および払下げのための模範標準工場の建設や工業用地の整備をおこなった(18)。
1936年には「特定地域再建（協定）法」 SpecialAreas Reconstruction (Agreement) 
Act, 1936が制定され，同法のもとに「特定地域再建協会」が設立された。この制度は，
一般金融機関からの融資が得られないために，立地条件の悪い特定地域に立地しえない小
規模企業に対して資金援助をあたえ，これらの企業を誘致することを目的とするものであ
った。大蔵省は，これらの事業に関して， 「再建協会」の蒙った損失額のほぼ4分の1の
負担を保証し，非公共団体「ナフィールド・トラスト」 NuffieldTrust (1936年未設立）
もまた，公共団体では技術的に実行困難な方法で強力な側面的資金援助をおこなった。
噂建協会」と「ナフィールド・トラスト」の資金援助額は，それぞれその存続中に75万
ポンド， 220万ポンドに達したといわれる (19)。
1937年に成立した「特定地域（修正）法」 SpecialAreas (Amendment) Act, 1937 
は，国庫補助に関する従来の条項を改め，国家援助を稜極的に推進する意図を明らかにし
た。すなわち，大蔵省には特定地域および失業率の高い他の地域に立地する企業に対し
て， 直接融資をおこなう権限が与えられたほか， 「特定地域コミッショナー」 に対して
は，立地企業にむこう 5年間，地代，所得税および事業税に対する補助を与えるとともに
貸与のための工場建設をおこなう権限が認められた。同法にもとづく国庫支出は，企業融
資1,160,500ポンド，税金補助金55,000ポンド，工業用地の造成と工場建設5,500,000ポン
ドに達した。また，特定地域に立地する企業に対して国防税の全部あるいは一部を免除す
ることを規定した「財政法 (1937年）」 FinanceAct, 1937も企業誘致を促進する役割を
果した(20)。
このような一連の立法措置および工場誘導政策を通じて不況地域の経済事情が多少なり
とも改善され，新規雇用を増加せしめて失業率の低下をもたらしたことは事実である。
しかし，吾々はこの時期つまり両大戦間における産業立地政策の成果を，けっして過大
評価することはできない。すでに川島教授も指摘しておられるように(21)「特定地域法」
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はイギリスで最初の体系的な産業立地政策として画期的な意義を有しているが，不況地域
の登録失業人口約41万 (1937年）という深刻な事態に対して，その施策はあまりにも小規
模に過ぎたといわなければならない。戦争直前 (1939年）の貸与工場には約12,000の労働
者が働き，その大部分が前述の 3工業団地に集中していたといわれるが，その規模は，テ
イーム・バレー3,300, トレフォレスト 2,500, ヒリントン1,600という数字に表われてい
るように，きわめて小さいものであった(22)。この程度の施策では，失業救済の名に価す
る成果を期待することは到底無理な話である。 1930年代末期の失業の急激な減少は，この
ような産業立地政策の成果ではなく，再軍備による景気回復に起因するとみるべきであろ
つ。
1) PEP(Political and Economic Planning), Report of the Location of Industry, 
1939, p. 201. 
2) Royal Commission on the Distribution of the Industrial Population, Report 
(Barlow Report), Cmd. 6153, 1940 (reprinted 1963), pp. 146, 150; William H. 
Beveridge, Full Employment in a Free Society, 1945, pp. 62, 65. 
3) Barlow Report, op. cit., p. 150. 
4) Board of Trade, Distribution of Industry, 1948 (reprinted 1965), p. 7. 
5) William H. Beveridge, op. cit., pp. 86-87; Board of Trade, op. cit., p. 7. 
6) Barlow Report, op. cit., p. 150. 
7) Ibid., pp. 51-97. 
8) PEP, op. cit., p. 202; Ben W. Lewis, op. cit., pp. 168-169. 
9) Ben W. Lewis, op. cit., p. 168. 
10) PEP, op. cit., p. 202. 
11) Board of Trade, op. cit., p. 8; 川島哲郎「イギリスの産業立地政策について (2)」
（『経済学雑誌』第55巻第2号）， 昭和41年50-53ページ。笹田友三郎「両大戦間に
おけるイギリスの工業立地政策(1)および(2)」（『経済学論叢』第 7巻第5号），昭和32
年参照。
12) Ben W. Lewis, op. cit., p. 8. 169; Board ofTrade, op. cit., p. 8. 
13) Ben W. Lewis, op. cit,. pp. 169-170. 
14) Ibid.; Board of Trade, op. cit., p. 8. 
15) Barlow Report, op. cit., p. 285. 
63 
438 賜西大學『緩済論集』第17巻第3号
16) Ibid., pp. 285-288; Ben W. Lewis, op. cit., p.170; Board of Trade, op. cit., p.8. 
17) Board of Trade, op. cit., p. 9. 
18) Barlow Report, op. cit., p. 285; Ben W. Lewis, op. cit., p. 170. 
19) Ben W. Lewis, op. cit., pp. 170-171; Board of Trade, op. cit., p. 8. 
20) Board of Trade, op. cit., p. 9. 
21)川島哲郎「前掲論文」 52ペー ジ。
22) J. H. Dunning and C. J. Thomas, British Industry, 1963, p. 71; Board of 
Trade, op. cit., p. 9. 
〔Il〕 第2次大戦後の産業立地政策
(a) 白書「雇用政策」 EmploymentPolicy, Cmd. 6527, 194. 
第2次大戦の終結を目前にひかえた194舷p5月に，戦時連立内閣は， 「雇用政策」 Em-
ployment Policyと題する白書を発表した。大戦の勃発によって，バーロー報告の勧告
についての審議は棚上げされてきたが，特定地域の問題は連立内閣に対して，絶えず重圧
になっていた懸案事項であり，早急な解決を迫られていた。かくて，戦勝の徴の濃くなっ
た1944年に発表された政府の雇用についての方針が， 「雇用政策に関する白書」であり，
のちの「工業配置法案」の基礎になるものであった(1)。
同白書は，第3章「産業と労働の均衡配置」で，特定産業および特定の地域における失
業の増大を阻止する政策が，高度かつ安定的雇用水準を維持する国家政策の必要不可欠な
部分であることを強調した。そして，生産能率の向上によって，基幹産業の繁栄を促進す
るほか，局地的失業を解消する手段として次の3つの方法を指摘した(2)。(1)とくに失業
におかされやすい地域の産業構造を多角化するために，新企業の立地に影響を与えるこ
と， (2)ある地域から他の地域へ，ある職業から他の職業へ労働者を移動させるにあたって
の障害を除去すること， (3)衰退産業の労働者を成長産業の仕事に適応させるために職業訓
練施設を設けること。
そして，政府は局地的失業の甚しい地域へ新企業を誘致する具体的手段として， (1)不要
になった軍需工場を民間生産用に転換する， (2漸規工場建設を規制する〔a)産業のこれ
以上の集積が重大な不利益をもたらす地域での工場建設の禁止， b)新規建設計画の事前
通知の義務， c)開発地域 DevelopmentArea一~この白書ではじめて特定地域に代る表
現として使用された一—ーに対する新規工場建設認可証の優先的交付〕. (3)開発地域におけ
る小規模企業のための貸与工場の建設や用地の造成ならびに企業融資についての「特定地
64 
イギリスにおける地域開発 (2)(小杉） 439 
域コミッショナー」の政策の継続， (4)開発地域の工業の復興を基礎的サービスの充分な開
発によって推進する， (5)どの種の工業が各開発地域の長期的経済発展に適するかを調査す
る，という 5点をあげている (8)。
(b) 「工業配置法」 Distributionof Industry Act, 1945, 1950. 
白書「雇用政策」にしめされた政府の構想は1945年6月15日， ついに「工業配置法」
Distribution of Industry Actとして立法化された(4)。同法の制定によって，従前の産
業立地政策の基軸であった「特定地域法」は廃止せられ（「工業配置法」第8条），旧法の
もとでおこなわれていた実際上の仕事は新法によって踏襲され，より積極的に推進される
ことになった。この工業配置の計画は， 1937年バーロー委員会が任命されて以来，じつに
8年を経過してようやく実を結んだわけである。
この法律は17条から成り，最初の8条が「開発地域」に関する規定，第9条および第10
条が工業配置についての一般的規定，第11条から第17条までが補足的規程にあてられ，末
尾にスケジュールを添付している。ここでは「工業配置法」の個々の条項を詳述する余裕
はないが，同法にしめされた主な政策を従前の立法と比較しながら要約するとつぎのとお
りである (5)。
第1に「特定地域」にかわって「開発地域」の指定がおこなわれた。開発地域は，新法
の第1スケジュールによる
第3図 グレート・プリテンにおける開発地域の分布
o" 
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2ウェスト・カンパー ランド
3サウス・ウュー ルズおよびモンマスシャ
4スコァトランド（低地）
5レクザム
6サウス・ランカシャ
7マーシーサイド
8スコッFランド高地々方
・特定地絨
• Il! 発地城
と，北東海岸地域，ウェスト
・カンバランド，サウス・ウ
ェールズおよびモンマスシ
ャ，スコットランドの4つの
「特定地域」をひきつぐとと
もに「全体として開発に適し
た経済的・社会的単位］とい
う原則に立って(6), 周辺地
区をもこれに加えた，より広
い地域を対象にするものであ
った（第3図参照）。 したが
って，開発地域の人口も特定
地域のそれよりはるかに多く
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なり， 1939年を基準とする人口分布では，前者6,500,ODO, 後者4,000,000以下と大きな
ひらきを示している (7)。その上，同法第7条の「開発地域の加除」に関する規定にした
がい(S), 1946年2月にレクザムとサウス・ランカシャが， 1949年には， マーシーサイド
とスコットランド高地地方が，さらに1953年にはノース・イースト・ランカシャがそれぞ
れ追加指定をうけて，開発地域は，全国で8地域に拡大し，人口も大巾に増加した(9)。
第2は，工業配置に関する権限を直接政府各省に与え，規制の強化をはかったことであ
る。旧法のもとでは，産業の誘羽は， 「特定地域コミッショナー」が直接指導にあたり，
政府の規制はこの機関を通じた，いわば間接的管理にすぎなかった。新法は，工場建設か
ら資金援助にいたる，工業配置についての一切の権限を「特定地域コミッショナー」から
政府機関，とくに商務省（産業配置局）に移管し，工業の立地を直接政府指導のもとにお
いた。新法に規定された政府の権限を指摘するとつぎの点があげられる (10)。
(1) 商務省は，開発地域に工業を誘導するために，契約によるかあるいは強制買収命令
によって土地を取得し，工場を建設することができる（第 1条）。
(2) 商務省は，大蔵省の同意をえて，工業団地会社に対して資金を貸付けることができ
る。
(3) 関係各大臣は，大蔵省の同意をえて，開発地域の基礎的サービス（輸送，動力，照明，
暖房，住宅，保健その他開発の基礎となる諸種のサービス）を改善するために，適当な人
物に対し，適切な方法で補助金の交付および資金の貸付をなすことができる（第3条）。
(4) 大蔵省は，工業の適正配證の要求に一致すると商務省の認めた企業に対して，利子
の補助および資金の貸付をおこなうことができる（第4条）。
(5) 商務省は，開発地域内の遺葉地 derelictlandを産業用および生活環境改善のため
に取得することができる。また大蔵省の同意をえて，地方自治体や非営利事業体に補助金
を交付することができる（第5条）。
(6) 床面積10,000平方フィート以上の工場を新設する場合は，一定期日までに，生産品
目，床面積および被雇用者数について商務省に届出る義務をあたえられた（白害およびエ
業配置法案の段階でみられた工場建設の禁止の条項は議会．で削除されている）。
「工業配置法」の制定は， 工業誘致によって不況地域を救済するという 1日法（「特定地
域法」）の方針を一層明確にするとともに，産業立地政策をこの方向に沿って積極的かつ
全国的規模で推進せしめる基礎となった。指定地域の拡大，政策主体の統一化および規制
の強化は，政府の積極的姿勢を如実に示したものといえる。
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しかし，この法律も，議会審議の過程で削除された「工場建設の禁止」に関する事項を
はじめ，政策遂行上の不備な点が現われてきたために，別法によって補強・修正がおこな
われた。
まず第ーに，前掲の「都市および農村計画法 (1947年法）」があげられる。第2次大戦
以来．工場の新設に関する規制は，暫定的な戦時立法にもとづく建築許可制度によってお
こなわれてきたが，恒久的立法の必要性や関係官庁間（とくに商務省と地方計画当局）の
責任の所在を明確化すべきであるという声が強かった。同法は，この要望に答えて， 「エ
業開発認可証」 IndustrialDevelopment Certificateの交付によって工業立地を規制す
る「認可制度」の採用を規定したのである。すなわち， (1)床面積5,000平方フィートをこ
える工業用建物， (2)別に規定されたもの以外の工業用建物については．まづ「その開発は
産業の適正配置と矛盾なくおこなわれうる」ことを証明する商務省の「認可証」を取得
し， これを建築許可申請書に添付して地方計画当局に提出することを義務づけたのであ
る(11)。その結果，過密地域，とくにグレーター・ロンドンおよびバーミンガム地域にお
ける工場の新設は，国家の厳格な規制を受けることになり， 「工業配置法」の審議適程で
削除された，工場の新設禁止（同法案第9条）の意図は，ここにはじめて実を結んだ。
ついで， 1950年には， 「工業配置法 (1950年）」 Distributionof Industry Act, 1950 
が， 1958年には「工業配置（工業金融）法 (1958年）」 Distributionof Industry (Indus-
trial Finance) Act, 1958がそれぞれ成立し， 「1945年法」であたえられた商務省およ
び大蔵省の権限の強化・拡大がおこなわれた。
「前者」は商務省権限の補強を目的とし，あらたに，同省に対してつぎの4つの権限を
加えている (12)。(1)土地とともに工業用の建物をも購入することができる（第1条）。 (2)
必要と認めた場合，商務省の所有しない土地の上にも建物を建築することができる（第2
条）。 (3)大蔵省の同意をえて，開発地域へ工場を新設あるいは移転する際に生じた出費や
負債に対して補助金を支給するほか，住宅補助および貸付をおこなうことができる（第3
条）。 (4)基幹労働者 keyworkerおよびその扶養家族の移転に要する費用を支給する
（第4条）。
「後者」は，資金援助に関する大蔵省の権限の拡大を意図するもので，商務省が，現に
高率の失業が存在し，永続の可能性があると認めた地域の失業救済のためには， (1)それが
開発地域であると否とにかかわらず，また工業の適正配置の要求に合致すると商務省が証
明しようとしなかろうと， (2)製造業以外の産業に対しても，補助金の給付と資金の貸付を
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なす権限を大蔵省にあたえたのである (18)。
このような一連の立法措置によって，政府は開発地域を中心に，土地および建物の購
入，工業用建物の建築，不要軍需工場の転換，遺葉地の整備，工業団地の建設，基礎的サ
ービスの充実などきわめて多方面に亘る政策を実行し，失業者の救済と産業構造の多角化
にかなり大きな役割を果してきた。国有軍需工場の転換は， 1948年6月までに，工業団地
および民間企業へ転換•割当・払下げ・処分されたものを含めると，工場数 271, 被雇用
者数56,612人を数え（第11表参照）， 開発地域における工場建設は， 1956年現在で，計画
数2,790,被雇用者数259,500人に達して，不況地域の開発に重要な役割を演じた。一方開
発地域の失業は戦後大幅に縮小し， 1932年38形であったのが， 1950年には4形に低下し，
第1表 国有軍需工場から転換された工場と被雇用者数
1946年6月 1947年6月 1948年6月
工場の種類 開 発地 域
工場数I誓嗜 工場数I誓雇嬰 工場数1暑帽
工業団地に ノース・イースタン 41 2,970 60 5,018 55 5,076 
転換された ウェスト・カンバランド
国有軍需工 サウス・ウェールズ 39 2,487 101 5,089 , 116 4,627 
場およびそ レ ク ザ ム 4 902 4. 1,278 
の他の大工 サウス・ランカシャ
場 スコットランド 3 7,033 6 6,595 14 6,531 
小 計 83 12,490 171 17,604 189 17,512 
民間生産の ノース・イースタン 16 3,949 18 7,098 18 8,541 
ために割 ウェスト・カンバランド 3 1,424 3 2,269 4 2,708 
当，払下げ， サウス・ウェー9ルズ 20 13,555 22 17,711 32 19,524 
あるいはそ レ ク ザ ム 1 164 1 308 
の他の処分 サウス・ランカシャ 2 579 2 1,041 
をされた政 スコットランド 14 2,983 16 4,412 25 6,978 
府工場 小 計 53 21,911 62 32,233 82 39,100 
ノース・イースクン 57 6,919 78 12,116 73 13,617 
ウェスト・カンバランド 3 1,424 3 2,269 4 2,708 
上記の工場 サウス・ウェールズ 59 16,042 123 22,800 148 24,151 ＾ ロ 計 レ ク ザ ム 5 1,066 5 1,586 サウス・ランカシャ 2 579 2 1,041 
スコットランド 17 10,016 22 11,007 39 13,509 
総 計 136 34,401 233 49,837 271 56,612 
Board of Trade, Distribution of Industry, Cmd. 7540, 1948, p. 49. 
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以後ずっと低率を維持している。開発地域が全体として，深刻な不況から救出されたのは，
戦争にその主因があるとしても「工業配置法」の存続期間中に 1,200万ポンドの巨費を投
じて推進されてきた，政府の産業立地政策がこれに大きく貢献したことも否定できない事
実である。
(c) 「地方雇用法 (1960年）」 LocalEmployment Act, 1960. 
本法の制定は，従前のイギリス産業立地政策を大きく変更した。 1958年にはじまる不況
の再来は，従来の広域にわたる失業とは異なった，より小規模なポケット地区における高
率の失業の発生というあらたな失業形態を生ぜしめたために，立地政策も新しい事態に対
応した措置，つまり高率失業ポケット地区への産業の集中的誘導政策に切り換えられたの
である。この法律が失業救済というイギリス産業立地政策の伝統的な社会福祉的性格をま
すます強化するものとして一般の注目をあびているのは，こうした同法の失業形態の変化
に対する追随性にあるといえる。それはさておき，同法の内容を検討してみよう。
「地方雇用法 (1960年）」は，第1部「特に失業の危険のある地方における雇用供給の
権限」，第2部「工業開発認可証」，第3部「総則および補則」， および3つのスケジュー
ルよりなりたっており，いくつかの関係旧法の全部あるいは 1 部を廃止•統合するきわめ
て重要な内容をもった法律である (14)。旧法とのおもな相違点ないし問題点をいくつか指
摘するとつぎの諸点があげられる。
第1部においては，まず最初に，旧法のもとにおける開発地域を廃止し，これに代って
新しく小規模な開発地区 DevelopmentDistrictを指定したことである。つまり， 「現
在高率の失業が存在するか，あるいは予想され，また季節的であるか常時であるかを問わ
ず存続する可能性があると，商務省の認めた地方」(15)という規程のもとに， これまでの
数県にわたる大地域に代って，失業率4.5%を基準とする職業紹介所地域（あるいは数
地域グループ）を単位とする小規模なボケット地区を選んで開発地区に指定したのであ
る(16)。その結果，指定数は頭初から多数にのぼったが指定合計面積は，従前の開発地域
のそれに比べてはるかに小さくなった。
つぎに，「工業団地管理公社」の新設がある。これまで工業団地に関する一切の仕事は，
1936年に創設された「工業団地会社」 (1960年現在5団地会社に増加）がおこなっていた
が，同法（第8条および第12条）は， 5つの「工業団地会社」を3つの「工業団地管理公
社」 IndustrialEstates Management Corporation, すなわち「イングランド工業団地
管理公社」，「スコットランド工業団地管理公社」，「ウェールズ工業団地管理公社」に改組
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し，商務省の直接的管理下においた(17)。 「管理公社」は，土地の取得，建物の新増築，
基礎的サービス施設の整備，収入金の国庫納付など一切の活動について商務省の指示をう
けることになったのである。このほか(1)開発地区における土地の収用および建物の建築，
(2)建築補助金の給付， (3)企業に対する資金の貸付および補助金の給付， (4)遺葉地の開発，
(5)基幹労働者およびその家族の移転手当の支給， (6)基礎的サービス施設の改善などの規定
があるが，建築補助金の規程をのぞくと，いづれも旧法の措置をそのまま踏襲しており大
きな変更はみとめられなかった。
第2部（第3部の関連条項を含めて）では，「都市および農村計画法 (1947年）」の「エ
業開発認可証」制度の適用に関する規程の修正と補足がなされていることである。第1
は，建設にあたって「認可証」を必要とする工業用建物の定義に明確な枠をあたえたこと
で，以下の物品および作業のために使用する建物を工業用建物と規定している。 (1)物品あ
るいは物品の部品の製造， (2)物品の改造，修理，装飾，仕上げ，洗漉，冷凍，包装，解装
など， (3)鉱物の販売のための調整・準備など。第2は，上記の指定業種の工業用建物の増
築もまた本規程の適用の対象になったことである。このような規定によって「認可証」制
度の適用の範囲がいちじるしく拡大され，商務省の立地規制はますます強化されることに
なった。
その後， 1963年には， 「地方雇用法 (1963年）」と「財政法 (1963年）」 FinanceAct, 
1963が相次いで公布された。前者は， (1)商務省が，大蔵省認可のもとに， 「開発地区」に
立地する企業の「機械およびプラント」の設置に対して，全費用の10パーセントを補助金
として支給する（第1条）。 (2)「1960年法」第3条の規程による建築補助金の枠を新増築
に要した費用全額の25バーセントに引上げる（第2条），という 2点を追加・修正し(18),
後者は， 「開発地区」に立地する企業に自由減価償却制度 FreeDepreciationを適用し，
「機械およびフ゜ラント」の減価償却を短期間に終らしめて税負担を軽減する措置をとっ
た(19)。これらの立法はいづれも，工業の「開発地区」への誘導を容易にするための措置
であり，政府の失業救済に対する意気込みを示したものといえよう。
(d) 白書「投資剌戟」 InvestmentIncentives, Cmnd. 2874, 1966と「産業開発
法 (1966年） Industrial Development Act, 196. 
国際収支の改善および産業近代化の要請に迫られていた労働党政府は， 1965年9月「全
国計画」 TheNational Planを発表し， 産業の再編成と投資促進による経済成長政策を
うちだした。そして地域開発も従来のようなポケット地区の開発を個々におこなうのでは
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なく，全国的経済計画の中で，もう少し広い範囲にわたって不況地域を開発していこうと
いうのである。ちなみに， 「全国計画」に提示された地域開発に対する国家活動はつぎの
3点にあるとしている (20)。すなわち (1)あまり繁栄していない古い工業地域のインフラ・
ストラクチュアを近代化し，大都市の過密を緩和するために公共投資計画を立案する。 (2)
短期的には全地域の人口移動をおこない，長期的には国家経済成長と快適な人間環境の創
出にもっとも適した方法で人口成長をもたらすことにより人口分布に影響をあたえる。 (3)
雇用と経済活動の地理的バタンに影響をあたえることによってあまり繁栄していない地域
の経済成長を刺戟する。
白書「投資刺戟」は，この「全国計画」の方針を具体化したものであり， 「産業開発法
(1966年）」は白書の内容を若干修正して立法化したものである。白書で提示された意図
は，ほぼ「産業開発法 (1966年）」にあらわれているので，ここでは同法の問題点を指摘
することによって，最近の産業立地政策の方向を簡単にのぞいてみたいと思う。
第1に地域指定の変更をあげることができる。「地方雇用法 (1960年）」では， 「特定地
域法」および「工業配置法」のもとにおける大地域指定に代って，局所的失業を救済する
ために，小地域主義がとられたのであるが， 「産業開発法 (1966年）」の公布によってふ
たたび大地域制度に改められ， 「開発地域」 （以下新「開発地域」と呼ぶ）という名称が
再度用いられた。大地域主義の再度の登場は，従来のようにただたんなる失業救済を目的
とするのではなく， 「雇用および失業の状態，人口の変化，移動および地域政策の諸目的
を含めた一切の現在および将来の情況を考慮すべきである」 (21) という規程にもとづい
て，産業の成長と産業の均衡配置の実現を期するためであった。かくて，新「開発地域」
は， 1934年の「特定地域」や1945年の旧「開発地域」よりもはるかに広範囲におよび，第
4図にみられるごとくイングランドの中部と南部をのぞく，プリテン全面積の50彩強が指
定をうけたのである。
第2は，補助金制度の改定である。補助金制度には，これまで「地方雇用法 (1963年）」
の規程にもとづいて， 「機械およびプラント補助金」と「建築補助金」の2種類のものが
あったが，前者は同法第16条の規程によって廃止され，これに代うて新しく「投資補助金」
制度 InvestmentGrantが設けられて，従来の枠をはるかに上回る補助（若干の例外を
のぞいてほぼ40%)があたえられることになった。また後者は補助金の枠が変更され，従
来の一率25彩の枠を上下に広げて最高35彩，最低25彩以下というように事情に応じて一定
の補助率が適用される仕組になった。このほか， 「工業団地管理公社」の改称（それぞれ
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疇節開発地域」
「工業団地公社」となる），
工業団地の土地および建物の
一部無償貸与，遺葉地の再開
発， 「工業開発認可証」制度
の適用強化など些細な変更を
含めると数多くのあたらしい
規程があたえられているが，
とくに注目をひくものはな
い。
以上，われわれは，イギリ
ス地域開発の背景となった過
密都市の問題および産業の偏
在と局地的失業の問題につい
て述べ，ついでこれらの諸問
題に対する歴代政府の諸政策をおもな白書，報告書および関係諸法規にもとづいてあとづ
けてきた。冒頭でことわっておいたように，このノートは政府関係文献を資料とした概説
であるために，個々の政策の背景，その成果，欠陥などについては詳しくたちいっておら
ず，とくにわれわれにとって関心の深い現行政策の問題点ないし欠陥については，資料不
足も手伝ってほとんど触れないでおいた。現行政策には，技術的にも体制上の問題として
もさまざまの欠陥ないし批判点があり (22),早急な解決がのぞまれているが，詳細な論評
は今後に譲り，ひとまづここで稿を閉じておきたい。
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